
島根県、鳥取県及び関係市の対応体制

 警戒事態で、島根県、鳥取県及び全ての関係市は、災害対策本部を設置。

 関係市の災害対策本部等では、要員参集、情報収集・連絡体制の構築、住民等に対する情報提供
をはじめ、PAZにおける施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始。
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鳥取県災害対策本部

島根県災害対策本部

オフサイトセンター

PAZ

UPZ

安来市災害対策本部
やすぎ し

まつえし

松江市災害対策本部
米子市災害対策本部

よなごし

境港市災害対策本部
さかいみなと し

うんなんし

雲南市災害対策本部

出雲市災害対策本部

いずも し



国の対応体制

原子力事業者国（原子力災害対策本部）
本部長：内閣総理大臣

国（原子力災害現地対策本部）
本部長：環境副大臣

要請

原子力規制
委員会

現地本部災対本部
防護措置の指示
住民広報
避難誘導等

被災者の救援等
の支援

放医研等：専門的支援
警察：災害警備
消防：消火、救助、救急活動
自衛隊：災害派遣又は

原子力災害派遣
海保庁：救助、救急活動

原子力災害
合同対策協議会

異常事態の
通報義務

島根県・鳥取県 ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ 連絡員 災対本部

関係市

住民

派遣

 警戒事態の前段階から、原子力規制庁職員が参集し、現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（OFC）及び原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ（ERC）に原子力
規制委員会事故警戒本部を立ち上げ、情報収集活動を開始。

 警戒事態となった場合、現地への要員搬送や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの準備を開始。

 施設敷地緊急事態となった場合、原子力規制委員会事故対策本部の設置及び関係省庁事故連絡会議を開催し対応。また、環境副
大臣及び国の職員を現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等へ派遣。

 全面緊急事態となった場合、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置するとともに、道府県・市町村等のﾒﾝﾊﾞｰから
なる合同対策協議会を開催し、相互協力のための調整を行いつつ対応。

緊急事態応急対策活動

関係省庁

（松江市）
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合同対策協議会



国の職員・資機材等の緊急搬送

島根県庁派遣（自衛隊、警察による輸送支援の一例）

環境省～入間基地～出雲空港～島根県庁～（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

 施設敷地緊急事態発生の通報後、あらかじめ定められた100名程度の国の職員をｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ及び
島根県庁に派遣。併せて必要な資機材の緊急搬送を実施。

 その後、状況に応じて追加要員及び資機材の緊急搬送を実施。

島根県庁

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
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③出雲空港～島根県庁
人員輸送車等 約40分

②入間基地～出雲空港
輸送機（自衛隊） 約1.5時間

いる ま

①環境省～入間基地
輸送車両の先導（警察）約1時間

いる ま

入間基地
いる ま

いる ま
未確認
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ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの放射線防護対策･電源対策



14

連絡体制の確保
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